
JP 6084635 B2 2017.2.22

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の管状膜を有し、前記管状膜の内部に原水を流して前記原水を濾過する膜モジュー
ルと、
　前記原水の水源から前記膜モジュールへ前記原水を供給する原水供給部と、
　前記原水に気体を供給し、前記膜モジュールに供給される前記原水を気液混相流とする
気体供給部と、
　少なくとも前記膜モジュールで濾過を行っているときに、前記原水に対する圧力抵抗が
高められる圧力抵抗調整部と、
　少なくとも、前記膜モジュールの入口側の圧力を検出する圧力検出部と、
　前記原水供給部、前記気体供給部、及び前記圧力抵抗調整部を制御する制御部と、を備
え、
　前記圧力抵抗調整部は、前記原水供給部の下流側、又は前記原水供給部の上流側に設け
られ、
　前記圧力抵抗調整部は、弁の開度の変更によって前記圧力抵抗を変更可能であり、
　前記制御部は、前記圧力検出部の検出値に基づいて、前記原水供給部及び前記気体供給
部を制御すると共に、前記圧力抵抗調整部で前記圧力抵抗を設定する、水処理システム。
【請求項２】
　複数の管状膜を有し、前記管状膜の内部に原水を流して前記原水を濾過する膜モジュー
ルと、
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　前記原水の水源から前記膜モジュールへ前記原水を供給する原水供給部と、
　前記原水に気体を供給し、前記膜モジュールに供給される前記原水を気液混相流とする
気体供給部と、
　少なくとも前記膜モジュールで濾過を行っているときに、前記原水に対する圧力抵抗が
高められる圧力抵抗調整部と、
　前記水源と前記膜モジュールを接続し、前記原水を流通させるラインと、を備え、
　前記圧力抵抗調整部は、前記ライン上に設けられ、
　前記圧力抵抗調整部は、前記ラインの構成部材に比して前記圧力抵抗が高い高圧力抵抗
部材を有する、水処理システム。
【請求項３】
　複数の管状膜を有し、前記管状膜の内部に原水を流して前記原水を濾過する膜モジュー
ルと、
　前記原水の水源から前記膜モジュールへ前記原水を供給する原水供給部と、
　前記原水に気体を供給し、前記膜モジュールに供給される前記原水を気液混相流とする
気体供給部と、
　少なくとも前記膜モジュールで濾過を行っているときに、前記原水に対する圧力抵抗が
高められる圧力抵抗調整部と、を備え、
　前記圧力抵抗調整部は、前記膜モジュールの複数の前記管状膜のそれぞれに対して設け
られ、
　前記圧力抵抗調整部は、前記管状膜の内径よりも小さい内径を有する、水処理システム
。
【請求項４】
　前記原水供給部は、少なくとも前記膜モジュールにおける前記原水の流速が０．０５～
０．２５ｍ／ｓとなるように、前記原水を供給する、請求項１～３の何れか一項に記載の
水処理システム。
【請求項５】
　複数の管状膜を有し、前記管状膜の内部に原水を流して前記原水を濾過する膜モジュー
ルと、
　前記原水の水源から前記膜モジュールへ前記原水を供給する原水供給部と、
　前記原水に気体を供給し、前記膜モジュールに供給される前記原水を気液混相流とする
気体供給部と、
　少なくとも前記膜モジュールで濾過を行っているときに、前記原水に対する圧力抵抗が
高められる圧力抵抗調整部と、を備え、
　前記圧力抵抗調整部は、前記原水供給部の下流側、又は前記原水供給部の上流側に設け
られ、
　前記原水供給部は、少なくとも前記膜モジュールにおける前記原水の流速が０．０５～
０．２５ｍ／ｓとなるように、前記原水を供給し、
　前記圧力抵抗調整部は、前記膜モジュールの前記管状膜での圧力損失が１００ｍｍＡｑ
以上となるように設定される、水処理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水処理システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　膜モジュールを用いて原水の水処理を行う水処理システムとして、様々なものが知られ
ている。例えば、膜モジュールとして複数の管状膜を有するものを用い、原水を膜モジュ
ールで吸引濾過して固液分離を行うものが知られている。膜モジュールの管状膜によって
濾過された処理水は貯留槽に回収され、膜モジュールで濾過されずに通過した原水は水源
に戻される。また、例えば、特許文献１に示すように、原水に空気を混合し、気液混相流
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とした原水を膜モジュールに流して水処理を行っている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２４５０５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ここで、上述のような水処理システムで用いられる膜モジュールは、数十本から数百本
の管状膜で構成されている。そのような膜モジュールに対して、原水に空気を混合した気
液混相流を流す場合、膜モジュール内の多数の管状膜に均一に原水と空気が流れず、中に
は管状膜に空気が詰まることにより原水が全く流れないものも発生する。このように、原
水が流れない管状膜が発生すると、実質的に濾過に寄与する管状膜の本数が減ることによ
って濾過効率が低下することに加え、吸引圧力によって付着した固体が乾燥することによ
り、管状膜の寿命が縮まるという問題が発生する。
【０００５】
　このような問題は、膜洗浄効果の高い気泡投入比率を保ちながら、動力削減のために原
水の流速を小さくした場合に発生し易い。従って、空気量を少なくすると共に所定速度以
上の流速で運転することによって、流速の勢いで気泡が管状膜中に詰まらないようにする
方法が考えられる。しかしながら、当該方法を採用したとしても、複数の管状膜に均一に
流すことができない場合がある。また、当該方法では、膜洗浄効果を高めることが出来ず
、高い動力が必要となるという問題がある。
【０００６】
　本発明は、このような課題を解決するためになされたものであり、高い膜洗浄効率を保
ちつつ、低い動力にて、複数の管状膜に均一に気液混相流の原水を流すことのできる水処
理システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　ここで、本発明者らは、鋭意研究の結果、次の知見を見出すに至った。すなわち、本発
明者らは、原水が通過するライン上の圧力抵抗を適切に高めることによって、膜モジュー
ルの複数の管状膜に均一に気液混相流の原水を流すことができることを見出した。また、
本発明者らは、当該方法によって、原水の循環速度を高くすることなく、且つ、空気量を
少なくすることなく、複数の管状膜に原水を均一に流すことができることを見出した。
【０００８】
　そこで、本発明の一形態に係る水処理システムは、複数の管状膜を有し、管状膜の内部
に原水を流して原水を濾過する膜モジュールと、原水の水源から膜モジュールへ原水を供
給する原水供給部と、原水に気体を供給し、膜モジュールに供給される原水を気液混相流
とする気体供給部と、少なくとも膜モジュールで濾過を行っているときに、原水に対する
圧力抵抗が高められる圧力抵抗調整部と、を備え、圧力抵抗調整部は、原水供給部の下流
側、又は原水供給部の上流側に設けられる。
【０００９】
　本発明の一形態に係る水処理システムは、少なくとも膜モジュールで濾過を行っている
ときに、原水に対する圧力抵抗が高められる圧力抵抗調整部を備えている。複数の管状膜
の内部を気液混相流の原水が流れる時に管状膜間で圧力変動のばらつきが生じるとしても
、当該圧力変動のばらつきの影響を無視できるように圧力抵抗調整部で圧力抵抗を高める
ことによって、圧力変動のばらつきに起因する不安定な原水の流れを抑制することができ
る。従って、膜モジュールが多数の管状膜を有している場合であっても、気液混相流の原
水は各管状膜を均一に流れることができる。更に、膜洗浄効率を高くするために空気量を
多くし、且つ、動力削減のために流速を小さくした場合であっても、気液混相流の原水は
、各管状膜を均一に流れることができる。以上によって、水処理システムは、高い膜洗浄



(4) JP 6084635 B2 2017.2.22

10

20

30

40

50

効率を保ちつつ、低い動力にて、複数の管状膜に均一に気液混相流の原水を流すことがで
きる。
【００１０】
　圧力抵抗調整部は、膜モジュールの複数の管状膜のそれぞれに対して設けられてよい。
これによって、気液混相流の原水は、より確実に各管状膜を均一に流れることができる。
【００１１】
　原水供給部は、少なくとも膜モジュールにおける原水の流速が０．０５～０．２５ｍ／
ｓとなるように、原水を供給してよい。このように流速を小さくすることによって動力を
削減することができる。
【００１２】
　水処理システムは、少なくとも、膜モジュールの入口側の圧力を検出する圧力検出部と
、原水供給部、気体供給部、及び圧力抵抗調整部を制御する制御部と、を更に備え、圧力
抵抗調整部は、弁の開閉によって圧力抵抗を変更可能であり、制御部は、圧力検出部の検
出値に基づいて、原水供給部及び気体供給部を制御すると共に、圧力抵抗調整部で圧力抵
抗を設定してよい。これによって、制御部は、圧力検出部の検出値を取得することで、膜
モジュールの入口側の圧力に基づいて、圧力抵抗調整部の圧力抵抗を設定することができ
る。従って、制御部は、気液混相流の原水が複数の管状膜を均一に流れ易い条件となるよ
うに、圧力抵抗を設定することが可能となる。
【００１３】
　本発明の一形態に係る水処理システムは、複数の管状膜を有し、管状膜の内部に原水を
流して原水を濾過する膜モジュールと、原水の水源から膜モジュールへ原水を供給する原
水供給部と、原水に気体を供給し、膜モジュールに供給される原水を気液混相流とする気
体供給部と、少なくとも膜モジュールで濾過を行っているときに、原水に対する圧力抵抗
が高められる圧力抵抗調整部と、を備え、圧力抵抗調整部は、原水供給部の下流側、又は
原水供給部の上流側に設けられ、原水供給部は、少なくとも膜モジュールにおける原水の
流速が０．０５～０．２５ｍ／ｓとなるように、原水を供給し、圧力抵抗調整部は、膜モ
ジュールでの圧力損失が１００ｍｍＡｑ以上となるように設定される。
【００１４】
　本発明の一形態に係る水処理システムは、少なくとも膜モジュールで濾過を行っている
ときに、原水に対する圧力抵抗が高められる圧力抵抗調整部を備えている。複数の管状膜
の内部を気液混相流の原水が流れる時に管状膜間で圧力変動のばらつきが生じるとしても
、当該圧力変動のばらつきの影響を無視できるように圧力抵抗調整部が、膜モジュールで
の圧力損失が１００ｍｍＡｑ以上となるように設定されることによって、圧力変動のばら
つきに起因する不安定な原水の流れを抑制することができる。従って、膜モジュールが多
数の管状膜を有している場合であっても、気液混相流の原水は各管状膜を均一に流れるこ
とができる。更に、膜洗浄効率を高くするために空気量を多くし、且つ、動力削減のため
に流速を小さくした場合（少なくとも膜モジュールにおける原水の流速が０．０５～０．
２５ｍ／ｓ）であっても、気液混相流の原水は、各管状膜を均一に流れることができる。
以上によって、水処理システムは、高い膜洗浄効率を保ちつつ、低い動力にて、複数の管
状膜に均一に気液混相流の原水を流すことができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、高い膜洗浄効率を保ちつつ、低い動力にて、複数の管状膜に均一に気
液混相流を流すことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、本発明の第１実施形態に係る水処理システムを示す概略構成図である。
【図２】図２は、図１に示す圧力抵抗調整部の構造の一例を示す図である。
【図３】図３は、図２に示す高圧力抵抗部材の構造の一例を示す図である。
【図４】図４は、膜モジュールの複数のチューブラー膜に原水が流れる様子を示す概略図
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である。
【図５】図５（ａ）は、試験に用いた膜モジュール周辺の構成を示す概略図であって、原
水がチューブラー膜の出口に達する前の状態を示す図であり、図５（ｂ）は、原水がチュ
ーブラー膜の出口に達した状態を示す図である。
【図６】図６は、第２実施形態に係る水処理システムの膜モジュール周辺の構成を示す概
略図である。
【図７】図７は、変形例に係る水処理システムの膜モジュール周辺の構成を示す概略図で
ある。
【図８】図８は、第３実施形態に係る水処理システムの膜モジュール周辺の構成を示す概
略図である。
【図９】図９は、絞り比とζ０との関係を示すグラフである。
【図１０】図１０は、実施例及び比較例の圧力損失とスラグ流分散率との関係を示すグラ
フである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、添付図面を参照しながら本発明による水処理システムの一実施形態を詳細に説明
する。なお、図面の説明において同一の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略
する。
【００１８】
　［第１実施形態］
　図１は、第１実施形態に係る水処理システム１を示す概略構成図である。図１に示すよ
うに、水処理システム１は、膜モジュール２と、原水槽（原水の水源）３と、原水ポンプ
（原水供給部）４と、流量計６と、空気ブロワ（気体供給部）７と、圧力計（圧力検出部
）８，９と、濾過水槽１１と、濾過ポンプ１２と、逆洗ポンプ１３と、圧力抵抗調整部１
４と、制御部１６と、を備えている。膜モジュール２よりも上流側では、原水槽３と膜モ
ジュール２とは、ラインＬ１で接続されている。膜モジュール２よりも下流側では、原水
槽３と膜モジュール２とは、ラインＬ２で接続されている。
【００１９】
　膜モジュール２は、原水を濾過して固液分離するためのモジュールである。膜モジュー
ル２は、複数のチューブラー膜（管状膜）５を有している。膜モジュール２は、複数のチ
ューブラー膜５を束ねた状態で円筒状のケース１０に収容することによって構成されてい
る。膜モジュール２は、チューブラー膜５の内部に原水を流して当該原水を濾過する。チ
ューブラー膜５は、内径が３～２０ｍｍ程度で、長さが５０～３００ｃｍ程度のストロー
状の膜であり、材質として、例えば、ＰＶＤＦ、ＰＥなどが挙げられる。一つ当りの膜モ
ジュール２は、５０～１０００本のチューブラー膜５を有している。ただし、これらの内
径、長さ、本数は一例であって、この数値に限定されるものではなく、当該範囲より小さ
くてもよく、大きくてもよい。また、材質も一例であって、限定されない。
【００２０】
　原水槽３は、水処理システム１で処理される原水を貯留する槽である。なお、原水の水
源は、原水槽３に代えて、河川などであってもよい。この場合、ラインＬ１は、河川から
直接原水を吸い上げ、ラインＬ２は、膜モジュール２を通過した原水を河川へ排出する。
原水ポンプ４は、ラインＬ１に設けられており、原水槽３から原水を吸引し、膜モジュー
ル２に供給する。なお、原水ポンプ４の配置は特に限定されず、ラインＬ１，Ｌ２の何れ
かの位置に設けられている。流量計６は、ラインＬ１上に設けられ、原水ポンプ４で圧送
される原水の流量を測定する。
【００２１】
　空気ブロワ７は、原水に空気を供給し、膜モジュール２に供給される原水を気液混相流
とする。空気ブロワ７は、ラインＬ１上であって、原水ポンプ４と膜モジュール２との間
に設けられているが、膜モジュール２より上流側であれば、特に位置は限定されない。圧
力計８は、膜モジュール２の上流側の圧力、具体的には、膜モジュール２の入口の直前の
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圧力を検出する。圧力計９は、膜モジュール２の下流側の圧力、具体的には、膜モジュー
ル２の出口の直後の圧力を検出する。例えば、原水の流れがスラグ流である場合の空気の
供給量は、０．０５～０．５ｍ／ｓとすることができる。ただし、当該範囲で運転すれば
、本システムのメリットが特に大きくなるものであるため、当該範囲に限定されるもので
はなく、例えば、１．０ｍ／ｓや２．０ｍ／ｓやそれ以上の供給量で運転してもよい。な
お、ボイド率が０．１～０．７程度(後述の試験においては０．４)でスラグ流になるため
、空気の供給量を算出するためには、「ボイド率≒空気流速／(空気流速＋水流速)」とい
う式を用い、その領域になるように空気流速(空気の供給量)を設定してよい。例えば、水
流速を動力削減のために、０．１ｍ／ｓとする場合、ボイド率を０．４にするには空気の
供給量を約０．０６５ｍ／ｓとする。
【００２２】
　膜モジュール２のチューブラー膜５を流れる原水の流れは、小さな気泡が上昇していく
バブル流であってもよく、潰れたような状態の縦長で弾丸状の気泡が形成されるスラグ流
であってもよく、スラグ流から大小様々な気泡が混在するチャーン流であってもよい。
【００２３】
　濾過水槽１１は、膜モジュール２のチューブラー膜５によって固液分離された処理水を
貯留する槽である。濾過ポンプ１２は、ケース１０に接続されており、チューブラー膜５
の外側から原水を吸引するためのポンプである。これによって、濾過ポンプ１２は、チュ
ーブラー膜５で固液分離されてケース１０内に流出する処理水を濾過水槽１１へ供給する
。逆洗ポンプ１３は、ケース１０に接続されており、濾過水槽１１に貯留された濾過水を
膜モジュール２へ逆流させることによって、チューブラー膜５の内部の洗浄を行う。濾過
によって、膜モジュール２のチューブラー膜５の内部には原水中の汚泥が蓄積していくた
め、一定時間濾過した後、逆洗ポンプを駆動させることによって、チューブラー膜５の洗
浄を行うことができる。
【００２４】
　圧力抵抗調整部１４は、少なくとも膜モジュール２で濾過を行うときに、原水に対する
圧力抵抗が高められる部分である。第１実施形態では、圧力抵抗調整部１４は、圧力抵抗
を高めることにより、膜モジュール２の入口部２Ａでの気液混相流である原水の圧力を高
めることができる。これによって、圧力抵抗調整部１４は、膜モジュール２の入口部２Ａ
の圧力を大きくすることができる。
【００２５】
　圧力抵抗調整部１４は、少なくともチューブラー膜５の入口５ａから、ラインＬ２の下
流側の端部（原水が大気開放される位置）までの合計の圧力損失を大きくする。すなわち
、圧力抵抗調整部１４は、例えば、チューブラー膜５の入口５ａと出口５ｂとの間の圧力
損失、ラインＬ２の屈曲や継手等による圧力損失、及び圧力抵抗調整部１４での圧力損失
の合計が、所定値以上となるように設定される。この合計の圧力損失は、各チューブラー
膜５での圧力変動のばらつきを無視できる程度（圧力変動のばらつきの詳細については後
述する）の値に設定される。具体的に、チューブラー膜５の入口５ａから圧力抵抗調整部
１４へ至る合計の圧力損失が１００ｍｍＡｑとなるように、圧力抵抗調整部１４を設定し
てよい。
【００２６】
　図１に示す実施形態では、圧力抵抗調整部１４は、膜モジュール２の下流側のラインＬ
２に設けられている。ただし、圧力抵抗調整部１４は、膜モジュール２の入口部２Ａの圧
力を高めることができる位置であれば特に限定はされず、ラインＬ２のどの位置であって
もよい。また、図１の例では、圧力抵抗調整部１４は、一箇所のみに設けられているが、
ライン上の複数カ所に設けてもよい。
【００２７】
　第１実施形態においては、圧力抵抗調整部１４は、少なくとも膜モジュール２で濾過を
行っているときに、水処理システム１の原水のライン中で、最も圧力抵抗が高くなるよう
に調整された部分である。例えば、ラインＬ１，Ｌ２中で配管が屈曲する部分や、管の径
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が細くなる部分や、膜モジュール２の入口部２Ａや出口部２Ｂや、継手部分では、真っ直
ぐな配管部分に比して圧力抵抗が高くなるが、圧力抵抗調整部１４は、それらの部分に比
して圧力抵抗が高い。
【００２８】
圧力抵抗調整部１４は、圧力抵抗を変更可能に構成されていてもよく、製造時に圧力抵抗
を調整されたら、その後は変更不可能に構成されていてもよい。すなわち、圧力抵抗調整
部１４は、少なくとも膜モジュール２で濾過を行っているとき、圧力抵抗が高められてい
る状態に調整がなされていればよい。従って、圧力抵抗調整部１４は、圧力抵抗を変更可
能な場合は、膜モジュール２での濾過を行っていないとき、圧力抵抗を下げた状態として
おいてもよい。
【００２９】
　圧力抵抗調整部１４は、圧力抵抗を高めることができる構造であればどのような構造を
採用してもよく、例えば、図２に示すような構造を採用してよい。具体的には、図２（ａ
）に示すように、電磁弁などの開閉弁１９で構成される圧力抵抗調整部１４Ａを採用して
よい。圧力抵抗調整部１４Ａは、開閉弁１９の開度を変更することによって、圧力抵抗を
変更可能である。すなわち、圧力抵抗調整部１４Ａは、圧力抵抗を高めるときは開閉弁１
９の開度を下げ、圧力抵抗を戻す場合は開閉弁１９の開度を上げる。
【００３０】
　あるいは、図２（ｂ），（ｃ）に示すように、圧力抵抗を変更不可能な高圧力抵抗部材
１８を用いた圧力抵抗調整部１４Ｂ，１４Ｃを採用してもよい。圧力抵抗調整部１４Ｂで
は、ライン上に高圧力抵抗部材１８が設けられており、製造時に圧力抵抗を調整されたら
、当該圧力抵抗で固定される。圧力抵抗調整部１４Ｃは、高圧力抵抗部材１８が設けられ
る一以上のラインと、高圧力抵抗部材１８が設けられないラインとを、並列に有している
。並列に設けられた高圧力抵抗部材１８は各々異なる圧力抵抗に設定されており、圧力抵
抗調整部１４Ｃでは、弁の切り替えなどによって、最適な圧力抵抗に設定できるように、
高圧力抵抗部材１８を選択することができる。あるいは、圧力抵抗調整部１４Ｃでは、膜
モジュール２で濾過を行っていないときは、高圧力抵抗部材１８が設けられていないライ
ンを選択してよい。
【００３１】
　高圧力抵抗部材１８は、ライン中の通常の配管に比して圧力抵抗を高められるものであ
ればどのような構造を採用してもよく、例えば、図３に示すような部材を採用してよい。
図３（ａ）に示す高圧力抵抗部材１８Ａは、配管を複数回屈曲させることによって圧力抵
抗が高められている。あるいは、配管を螺旋状に巻くことによって圧力抵抗を高めてもよ
い。図３（ｂ）に示す高圧力抵抗部材１８Ｂは、配管径を局所的に細くすることによって
圧力抵抗が高められている。図３（ｃ）に示す高圧力抵抗部材１８Ｃは、オリフィス構造
となっており、配管中に一つもしくは複数の貫通孔を設けることによって圧力抵抗が高め
られている。
【００３２】
　制御部１６は、水処理システム１全体の運転制御を行う。制御部１６は、原水ポンプ４
、流量計６、空気ブロワ７、圧力計８，９、濾過ポンプ１２、逆洗ポンプ１３、及び圧力
抵抗調整部１４と電気的に接続されている。ただし、圧力抵抗調整部１４が圧力抵抗を変
更不可能な場合は、電気的に接続されていなくともよい。制御部１６は、膜モジュール２
で濾過を行うときは、圧力計８，９の検出値に基づいて、原水ポンプ４、空気ブロワ７、
濾過ポンプ１２を制御すると共に、圧力抵抗調整部１４で圧力抵抗を設定する。制御部１
６は、膜モジュールの逆洗を行うときは、逆洗ポンプ１３を制御する。
【００３３】
　次に、水処理システム１が原水の水処理を行うときの動作手順の一例について説明する
。
【００３４】
　まず、制御部１６は、原水ポンプ４及び空気ブロワ７を起動させる。原水ポンプ４は、
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原水槽３から原水を吸引すると共にラインＬ１を介して膜モジュール２へ原水を供給する
。空気ブロワ７は、原水に空気を供給することで原水を気液混相流とする。このとき、原
水循環速度は、低い速度に設定することができる。具体的には、原水ポンプ４は、少なく
ともチューブラー膜５における原水の流速が０．０５ｍ／ｓ以上となるように原水を供給
してよく、０．１ｍ／ｓ以上となるように原水を供給してよい。また、原水ポンプ４は、
少なくともチューブラー膜５における原水の流速が０．２５ｍ／ｓ以下となるように原水
を供給してよく、０．３ｍ／ｓ以下、０．５ｍ／ｓ以下となるように原水を供給してよい
。また、空気ブロワ７による気泡投入比率(ボイド率)を高くすることができ、０．１～０
．７程度、より好ましくは０．３～０．５程度に設定することができる。また、制御部１
６は、濾過ポンプ１２を起動させる。濾過ポンプ１２のフラックスは、０．５～３．０ｍ
／ｄ程度に設定される。ただし、原水循環速度、気泡投入比率、フラックスは上述の数値
範囲に限定されるものではなく、当該数値範囲より小さくともよく、大きくともよい。
【００３５】
　制御部１６は、膜モジュール２の入口側の圧力計８による検出値及び出口側の圧力計９
の検出値を取得する。制御部１６は、これらの検出結果に基づいて、圧力抵抗調整部１４
の圧力抵抗を設定する。すなわち、制御部１６は、入口側の圧力と出口側の圧力の圧力差
が所定の目標値に達していないときは、圧力抵抗調整部１４の圧力抵抗を高める。あるい
は、制御部１６は、運転開始の時点で圧力抵抗調整部１４を所定の圧力抵抗となるように
設定しておき、運転中に圧力計８，９の検出値を監視しながら、圧力抵抗の微調整を行っ
てもよい。
【００３６】
　膜モジュール２の各チューブラー膜５に均一に原水を流すことができるときの入口側及
び出口側の好適な圧力は、水処理システム１のライン中の配管の径や屈曲具合や継手の数
などによって異なるが、膜モジュール２の入口部２Ａ付近の圧力は、第１実施形態におい
ては、１０～２０ｋＰａ程度であることが好ましく、出口部２Ｂ付近の圧力は、０～１０
ｋＰａ程度であることが好ましい。ただし、これらの数値はシステムの各種条件によって
変動するものであるため、当該数値範囲に限定されるものではない。なお、膜モジュール
２の入口側と出口側の圧力差に基づいて圧力抵抗調整部１４を制御することがより好まし
いが、入口側の圧力、すなわち圧力計８の検出値のみに基づいて制御してもよい。
【００３７】
　次に、本実施形態に係る水処理システム１の作用・効果について説明する。
【００３８】
　まず、従来の水処理システムについて説明する。従来の水処理システムは、図１に示す
水処理システム１から圧力抵抗調整部１４を除いた構成を有する。
【００３９】
　上述のように、膜モジュール２は、数十本から数百本の管状膜で構成されている。従来
の水処理システムにおいて、そのような膜モジュール２に対して、原水に空気を混合した
気液混相流を流す場合、図４（ａ）に示すように、膜モジュール２内の多数のチューブラ
ー膜５に均一に原水と空気が流れず、中にはチューブラー膜５に空気が詰まることにより
原水が全く流れないものも発生する。このように、原水が流れないチューブラー膜５が発
生すると、実質的に濾過に寄与するチューブラー膜５の本数が減ることによって濾過効率
が低下することに加え、吸引圧力によって付着した固体が乾燥することにより、チューブ
ラー膜５の寿命が縮まるという問題が発生する。
【００４０】
　このような問題は、膜洗浄効果の高い気泡投入比率を保ちながら、動力削減のために原
水の流速を小さくした場合に発生し易い。従って、空気量を少なくすると共に所定速度以
上の流速で運転することによって、流速の勢いで気泡が管状膜中に詰まらないようにする
方法が考えられる。しかしながら、当該方法を採用したとしても、複数のチューブラー膜
５に均一に流すことができない場合がある。また、当該方法では、空気量が少ないために
膜洗浄効果を高めることが出来ず、高い動力が必要となるため、原水ポンプ４を大きくし
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なければならないという問題がある。
【００４１】
　ここで、気液混相流の原水を複数のチューブラー膜５に均一に流すことができないこと
を確認するための試験について、図５を参照して説明する。図５（ａ）及び図５（ｂ）に
示すように、複数のチューブラー膜５は、入口５ａ側で上流側の接続部２１に接続され、
出口５ｂ側で下流側の接続部２２に接続されている。接続部２１に流れ込んだ原水は、分
岐されて各チューブラー膜５の入口５ａから内部へ流れる。また、各チューブラー膜５の
内部を流れた原水は、出口５ｂから排出されて接続部２２で合流する。なお、図５に示す
例では、チューブラー膜５は、入口５ａが下側に配置され、出口５ｂが上側に配置される
ように上下方向に延びている。
【００４２】
　まず、第１の試験では、図５（ａ）に示すように、原水が流れていない状態のチューブ
ラー膜５に対して、気液混相流の原水を供給した。このとき、チューブラー膜５での流速
が０．１ｍ／ｓとなるように原水を供給した。このとき、原水は各チューブラー膜５に均
一な気液混相流として流れ、原水の水面は各チューブラー膜５の内部を上昇した。図５（
ｂ）に示すように、原水の水面がチューブラー膜５の出口５ｂに達すると、一部のチュー
ブラー膜５（図ではチューブラー膜５Ｂ）において、エアリフト効果により気泡の急激な
加速が発生した。また、一部のチューブラー膜５で気泡の急激な加速が発生することによ
り、圧力のバランスが崩れ、他のチューブラー膜５では上下振動や逆流が発生した。
【００４３】
　また、第２の試験では、図５（ａ），（ｂ）に示す膜モジュール２から、上流側の接続
部２２を除き、各チューブラー膜５の出口５ｂを開放させたものを準備した。このような
膜モジュール２について、原水が流れていない状態のチューブラー膜５に対して、気液混
相流の原水を供給した。このとき、原水は各チューブラー膜５に入り込み、原水の水面は
各チューブラー膜５の内部を上昇した。第２の試験においても、エアリフト効果により一
部のチューブラー膜５で気泡の急激な加速が発生することにより、圧力のバランスが崩れ
、他のチューブラー膜５では上下振動や逆流が発生した。
【００４４】
　また、第３の試験では、図５（ａ），（ｂ）に示す膜モジュール２を用いた。原水が流
れていない状態のチューブラー膜５に対して、微小な流速またはほぼ流速０ｍ／ｓにて気
液混相流の原水を供給した。このとき、原水は各チューブラー膜５に均一な気液混相流と
して流れた。第３の試験においても、エアリフト効果により一部のチューブラー膜５で気
泡の急激な加速が発生することにより、圧力のバランスが崩れ、他のチューブラー膜５で
は上下振動や逆流が発生した。
【００４５】
　また、第４の試験では、図５（ａ），（ｂ）に示す膜モジュール２を用いた。少なくと
もチューブラー膜５での流速を０．１ｍ／ｓにして原水を膜モジュール２に供給した。膜
モジュール２に原水が満たされた状態で、空気ブロワ７で空気を供給した。気泡は各チュ
ーブラー膜５へ入りこんだ。しかしながら、第４の試験においても、気泡がチューブラー
膜５の出口５ｂに達すると、エアリフト効果により一部のチューブラー膜５で気泡の急激
な加速が発生することにより、圧力のバランスが崩れ、他のチューブラー膜５では上下振
動や逆流が発生した。
【００４６】
　また、第５の試験では、図５（ａ），（ｂ）に示す膜モジュール２を用いた。少なくと
もチューブラー膜５での流速を０．５ｍ／ｓにして十分な流速で原水を膜モジュール２に
供給した。膜モジュール２に原水が満たされた状態で、空気ブロワ７で空気を供給した。
気泡は各チューブラー膜５へ入りこみ、気泡がチューブラー膜５の出口５ｂに達しても、
一部のチューブラー膜５で上下振動や逆流が発生することなく、各チューブラー膜５に気
液混相流が均一に流れた。
【００４７】
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　なお、上述の試験では、マノメータを用いて各チューブラー膜５での圧力を観察した。
例えば、図５（ａ）及び図５（ｂ）に示すように、複数のチューブラー膜５のうち一部の
チューブラー膜５Ａの入口５ａ側にマノメータＭＬ１を取り付けると共に、出口５ｂ側に
マノメータＭＬ２を取り付けた。マノメータＭＬ１，ＭＬ２の水面高さは、当該マノメー
タＭＬ１，ＭＬ２が取り付けられた位置での圧力を示している。例えば、気液混相流がチ
ューブラー膜５Ａの出口５ｂに達してエアリフトが発生して圧力のバランスが崩れると、
チューブラー膜５ＢのマノメータＭＬ１，ＭＬ２の水面が上下に大きく振動する。
【００４８】
　以上の試験より、各チューブラー膜５の圧力にばらつきが生じていることが理解された
。これらのばらつきは、各チューブラー膜５の製品規格（厚さ、長さ、たわみなど）の誤
差によるものではなく、気泡が各チューブラー膜５にランダムに入り込むことによって生
じる各チューブラー膜５の圧力変動のばらつきと考えられ得る。
【００４９】
　ここで、本発明者らは、鋭意研究の結果、次の知見を見出すに至った。すなわち、本発
明者らは、原水が通過するライン上の圧力抵抗を適切に高めることによって、膜モジュー
ル２の複数のチューブラー膜に均一に気液混相流の原水を流すことができることを見出し
た。また、本発明者らは、当該方法によって、原水の循環速度を高くすることなく、且つ
、空気量を少なくすることなく、複数のチューブラー膜５に原水を均一に流すことができ
ることを見出した。すなわち、各チューブラー膜５での圧力変動のばらつきを無視できる
程度にまで圧力抵抗を高めることで、圧力変動のばらつきに起因する不安定な原水の流れ
を抑制し、気液混相流の原水を各チューブラー膜５に対して均一に流すことが出来る点を
見出した。
【００５０】
　そこで、本実施形態に係る水処理システム１は、少なくとも膜モジュール２で濾過を行
っているときに、原水に対する圧力抵抗が高められる圧力抵抗調整部１４を備えている。
複数のチューブラー膜５の内部を気液混相流の原水が流れる時にチューブラー膜５間で圧
力変動のばらつきが生じるとしても、当該圧力変動のばらつきの影響を無視できるように
圧力抵抗調整部１４で圧力抵抗を高めることによって、圧力変動のばらつきに起因する不
安定な原水の流れを抑制することができる。例えば、圧力抵抗調整部１４で圧力抵抗が高
められていることで、膜モジュール２内にある個々のチューブラー膜５の圧力変動のばら
つきが無視され、エアリフトの発生が抑えられ、気泡が膜モジュール２内を均一に流れる
。従って、膜モジュール２が多数のチューブラー膜５を有している場合であっても、気液
混相流の原水は各チューブラー膜５を均一に流れることができる。更に、膜洗浄効率を高
くするために空気量を多くし、且つ、動力削減のために流速を小さくした場合（例えば、
少なくとも膜モジュールにおける原水の流速が０．０５～０．２５ｍ／ｓ）であっても、
気液混相流の原水は、各チューブラー膜５を均一に流れることができる。以上によって、
水処理システム１は、高い膜洗浄効率を保ちつつ、低い動力にて、複数のチューブラー膜
５に均一に気液混相流の原水を流すことができる。
【００５１】
　また、本実施形態に係る水処理システムに１おいて、少なくとも、膜モジュール２の入
口側及び出口側の圧力を検出する圧力計８，９と、原水ポンプ４、空気ブロワ７、及び圧
力抵抗調整部１４を制御する制御部１６と、を備えている。また、圧力抵抗調整部１４は
、弁の開閉によって圧力抵抗を変更可能であり、制御部１６は、圧力計８，９の検出値に
基づいて、原水ポンプ４及び空気ブロワ７を制御すると共に、圧力抵抗調整部１４で圧力
抵抗を設定してよい。これによって、制御部１６は、圧力計８，９の検出値を取得するこ
とで、膜モジュール２の入口側の圧力に基づいて、圧力抵抗調整部１４の圧力抵抗を設定
することができる。従って、制御部１６は、気液混相流の原水が複数の管状膜を均一に流
れ易い条件となるように、圧力抵抗を設定することが可能となる。
【００５２】
　［第２実施形態］
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　図６を参照して、第２実施形態に係る水処理システム１００について説明する。第２実
施形態に係る水処理システム１００は、圧力抵抗調整部５０が複数のチューブラー膜５の
それぞれに対して設けられる点で、第１実施形態に係る水処理システム１と主に相違する
。圧力抵抗調整部５０は、少なくともチューブラー膜５の入口５ａから、ラインＬ２の下
流側の端部（原水が大気開放される位置）までの合計の圧力損失を大きくする。第１実施
形態に係る水処理システム１では、各チューブラー膜５へ分岐した原水が再び合流するラ
インＬ２での圧力損失を大きくするものあったが、第２実施形態に係る水処理システム１
００の圧力抵抗調整部５０は、複数のチューブラー膜５の一つ一つでの圧力損失を大きく
している。なお、水処理システム１００は、第１実施形態の圧力抵抗調整部１４がライン
Ｌ２に設けられておらず、チューブラー膜５に圧力抵抗調整部５０が設けられている点以
外は、図１に示す第１実施形態の水処理システム１と同様な構成を有している。
【００５３】
　図６に示すように、複数のチューブラー膜５は、入口５ａ側で上流側の接続部２１に接
続され、出口５ｂ側で下流側の接続部２２に接続されている。接続部２１に流れ込んだ原
水は、分岐されて各チューブラー膜５の入口５ａから内部へ流れる。また、各チューブラ
ー膜５の内部を流れた原水は、出口５ｂから排出されて接続部２２で合流する。このよう
な膜モジュール２の各チューブラー膜５に対して、圧力抵抗調整部５０としてオリフィス
５１が設けられる。オリフィス５１は、チューブラー膜５の下流側の端部、すなわち出口
５ｂに設けられている。ただし、オリフィス５１は、１本当たりのチューブラー膜５の合
計の圧力損失を大きくすることができればどの位置に設けられていてもよく、出口５ｂと
入口５ａとの間の領域のいずれの位置に設けられてもよい。また、一本当たりのチューブ
ラー膜５に対して設けられるオリフィス５１の数も限定されず、複数設けてもよい。なお
、原水ポンプ４がラインＬ１に設けられる場合は、圧力抵抗調整部５０は原水ポンプ４の
下流側に設けられることとなり、原水ポンプ４がラインＬ２に設けられる場合は、圧力抵
抗調整部５０は原水ポンプ４の上流側に設けられることとなる。
【００５４】
　オリフィス５１は、チューブラー膜５の内径よりも小さい内径を有しており、このよう
に部分的に内径を小さくすることによって圧力損失を大きくする。チューブラー膜５での
圧力損失は、本研究条件では、流速０．１ｍ／ｓのときに約２０ｍｍＡｑである。ただし
、このような数値に限定されるものではない。
【００５５】
　圧力抵抗調整部５０は、膜モジュール２のチューブラー膜５での圧力損失が１００ｍｍ
Ａｑ以上となるように設定されてよい。このような数値範囲とすることによって、気液混
相流の原水を各チューブラー膜５に均一に流すことができる。ただし、このような数値に
限定されるものではない。また、膜モジュール２のチューブラー膜５での圧力損失の上限
値は、使用する装置の条件によって変化するものであるが、例えば４０００ｍｍＡｑ以下
となるように圧力抵抗調整部５０が設定されてよい。ただし、このような数値に限定され
るものではない。このような数値範囲とすることによって、原水ポンプ４の動力を必要以
上に高めることなく所望の流速で原水を供給することができる。
【００５６】
　オリフィス５１のように内径を小さくすることによる圧力損失（Δｈ）は、例えば、以
下の式（１）及び式（２）から導き出される式（３）によって演算することができる。な
お、式において、ｖ０はオリフィス５１での原水の流速、ｄ０はオリフィス５１の内径、
ｖはチューブラー膜５での原水の流速、ｄはチューブラー膜５の内径である。
 
Δｈ＝ζ０・ｖ０

２／２ｇ＝ζ・ｖ２／２ｇ　…（１）
 
ζ＝ζ０（ｄ／ｄ０）４　…（２）
 
Δｈ＝ζ０・（ｄ／ｄ０）４・ｖ２／２ｇ　…（３）
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【００５７】
　以上のように、本実施形態に係る水処理システム１００は、膜モジュール２において原
水に対する圧力抵抗が高められる圧力抵抗調整部５０を備えている。複数のチューブラー
膜５の内部を気液混相流の原水が流れる時にチューブラー膜５間で圧力変動のばらつきが
生じるとしても、当該圧力変動のばらつきの影響を無視できるように圧力抵抗調整部５０
で圧力抵抗を高めることによって、圧力変動のばらつきに起因する不安定な原水の流れを
抑制することができる。具体的には、圧力抵抗調整部５０が、膜モジュール２での圧力損
失が１００ｍｍＡｑ以上となるように設定されることによって、圧力変動のばらつきに起
因する不安定な原水の流れを抑制することができる。従って、膜モジュール２が多数のチ
ューブラー膜５を有している場合であっても、気液混相流の原水は各チューブラー膜５を
均一に流れることができる。更に、膜洗浄効率を高くするために空気量を多くし、且つ、
動力削減のために流速を小さくした場合（例えば、少なくとも膜モジュール２における原
水の流速が０．０５～０．２５ｍ／ｓ）であっても、気液混相流の原水は、各チューブラ
ー膜５を均一に流れることができる。以上によって、水処理システム１は、高い膜洗浄効
率を保ちつつ、低い動力にて、複数のチューブラー膜５に均一に気液混相流の原水を流す
ことができる。
【００５８】
　また、圧力抵抗調整部５０は、膜モジュール２の複数のチューブラー膜５のそれぞれに
対して設けられている。これによって、気液混相流の原水は、より確実に各チューブラー
膜５を均一に流れることができる。
【００５９】
　なお、内径を小さくすることによって圧力損失を大きくするための圧力抵抗調整部５０
としてオリフィス５１を例示した。しかし、圧力抵抗調整部５０は、オリフィス５１に限
定されず、図７に示す水処理システム２００のように、チューブラー膜５自体の内径を部
分的に小さくした小径部５４であってもよい。小径部５４の内径は、チューブラー膜５の
基本部５３（図６の形態でのチューブラー膜５に相当する圧力損失を有する部分であり、
小径部５４と区別するために便宜的に「基本部」と称する）の内径よりも小さい。図７で
は、小径部５４はチューブラー膜５の出口５ｂに設けられている。ただし、小径部５４は
、１本当たりのチューブラー膜５の合計の圧力損失を大きくすることができればどの位置
に設けられていてもよく、出口５ｂと入口５ａとの間の領域のいずれの位置に設けられて
もよい。また、一本当たりのチューブラー膜５に対して設けられる小径部５４の数も限定
されず、複数設けてもよい。また、小径部５４の長さは特に限定されない。例えば、チュ
ーブラー膜５全体を小径部５４としてもよい。また、オリフィス５１と小径部５４を組み
合わせてもよい。
【００６０】
　［第３実施形態］
　図８を参照して、第３実施形態に係る水処理システム３００について説明する。第３実
施形態に係る水処理システム３００は、圧力抵抗調整部５０としてチューブラー膜５を長
くした延長部５６を採用した点で、第２実施形態に係る水処理システム１００と相違する
。延長部５６は、基本部５３のみによって構成されるチューブラー膜に比して、チューブ
ラー膜５全体を長くすることによって設けられる。なお、基本部５３とは、図６の形態で
のチューブラー膜５に相当する長さ（圧力損失）を有する部分である。基本部５３での圧
力損失は、本研究条件では、流速０．１ｍ／ｓのときに約２０ｍｍＡｑである。延長部５
６は、摩擦によって圧力損失を大きくするものである。本実施形態の圧力抵抗調整部５０
の圧力損失の数値範囲は、第２実施形態に係る圧力抵抗調整部５０による圧力損失の数値
範囲と同様である。
【００６１】
　具体的に、延長部５６を有するチューブラー膜５のように摩擦によって得られる圧力損
失（Δｈ）は、以下の式（４）によって演算することができる。なお、式において、ｆは
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チューブラー膜５の摩擦係数であり、ｌはチューブラー膜５の長さである。
 
Δｈ＝ｆ・（ｌ／ｄ）・ｖ２／２ｇ　…（４）
 
【００６２】
　本発明は、上述の実施形態に限定されるものではない。例えば、図１は水処理システム
のシステム構成の一例に過ぎず、異なるシステム構成を採用してもよい。また、圧力抵抗
調整部１４の圧力抵抗は、圧力計８，９の検出値に基づいて設定しなくともよく、運転開
始時に所定の圧力抵抗に設定した後に濾過を開始してもよい。
【００６３】
　また、圧力抵抗調整部は、第２実施形態で例示したように径を小さくすることで圧力損
失を大きくする方法と、第３実施形態で例示したように摩擦によって圧力抵抗を大きくす
る方法とを組み合わせてもよい。
【００６４】
［実施例］
　以下、実施例により本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定される
ものではない。
【００６５】
　まず、圧力損失の演算の具体的な例について説明する。まず、チューブラー膜の内径（
ｄ）を４ｍｍとし、チューブラー膜の長さを１ｍとし、圧力抵抗調整部として絞り比（ｄ

０／ｄ）を０．３５としたオリフィスを用いる。この場合、図９のグラフを用いてζ０＝
２．３という値が得られる。これらの値を式（３）へ代入することで、圧力抵抗調整部の
圧力損失が、Δｈ＝７８ｍｍＡｑ（約８０ｍｍＡｑ）と算出される。
【００６６】
　次に、摩擦による圧力損失が上述のオリフィスの７８ｍｍＡｑ（約８０ｍｍＡｑ）に等
しくなるような延長部の長さを算出する。本研究での運転条件においては、式（４）に対
して、摩擦係数ｆ＝（Ｒｅ／８４＝）０．１６、チューブラー膜５の内径ｄ＝４ｍｍ、圧
力損失Δｈ＝７８×１０－３ｍＡｑ（７８ｍｍＡｑ）を代入することで、ｌ≒３．８（約
４ｍ）という値が得られる。すなわち、約４ｍの延長部によって約８０ｍｍＡｑの圧力損
失を得られるため、チューブラー膜は１ｍ当り約２０ｍｍＡｑの圧力損失に対応する。こ
のとき、チューブラー膜のうち基本部に対応する部分の長さは１ｍであるため、基本部で
の圧力損失は約２０ｍｍＡｑとなる。従って、オリフィスを設けた１ｍのチューブラー膜
と、１ｍの基本部に４ｍの延長部を設けたチューブラー膜（合計５ｍのチューブラー膜）
は、いずれも圧力損失が１００ｍｍＡｑとなる。以下の実施例及び比較例では、それぞれ
延長部の条件またはオリフィスの条件が異なっているが、式（３）または式（４）を用い
ることで圧力損失を算出することができる。
【００６７】
　［実施例１］
　基本部の内径（ｄ）を４ｍｍとし、基本部の長さを１ｍとし、摩擦係数（ｆ）を０．１
６とし、延長部の長さを４ｍ（内径は４ｍｍ）とし、出口に内径が４ｍｍ（すなわち絞り
比＝１）のオリフィスを設けたチューブラー膜を準備した。このときの、摩擦による圧力
損失（延長部と基本部の合計の圧力損失）は１００ｍｍＡｑであり、オリフィスによる圧
力損失は０ｍｍＡｑであった。従って、チューブラー膜の合計の圧力損失、すなわち基本
部及び圧力抵抗調整部の合計の圧力損失は１００ｍｍＡｑであった。また、膜モジュール
のチューブラー膜の本数を２９とした。また、空気を約０．０６５ｍ／ｓで供給してスラ
グ流とし、チューブラー膜での流速が０．１ｍ／ｓとなるように設定した。このような条
件下で運転を行った結果、２９本のチューブラー膜のうち、２８本のチューブラー膜にス
ラグ流が流れていることを確認した。全体のチューブラー膜の本数に対する、スラグ流が
流れているチューブラー膜の本数の割合を「スラグ流分散率」として算出し、図１０に示
すグラフにプロットした。なお、このときのスラグ流分散率は９６．６％と算出された。
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【００６８】
　［実施例２］
　基本部の内径（ｄ）を４ｍｍとし、基本部の長さを１ｍとし、摩擦係数（ｆ）を０．１
６とし、延長部の長さを０ｍとし、出口に内径が１ｍｍ（すなわち絞り比＝０．２５）の
オリフィスを設けたチューブラー膜を準備した。このときの、摩擦による圧力損失（基本
部の圧力損失）は２０ｍｍＡｑとなり、オリフィスによる圧力損失は３２７ｍｍＡｑとな
った。従って、チューブラー膜の合計の圧力損失、すなわち基本部及び圧力抵抗調整部の
合計の圧力損失は３４７ｍｍＡｑであった。また、膜モジュールのチューブラー膜の本数
を３０とし、当該膜モジュールを４個準備した。空気を約０．０６５ｍ／ｓで供給してス
ラグ流とし、チューブラー膜での流速が０．１ｍ／ｓとなるように設定した。４個の膜モ
ジュールについての結果を図１０に示すグラフ上にプロットして示す。
【００６９】
　［実施例３］
　基本部の長さを０．６ｍとした点以外、実施例２と同様の条件とした。このときの、摩
擦による圧力損失（基本部の圧力損失）は１２ｍｍＡｑとなり、オリフィスによる圧力損
失は３２７ｍｍＡｑとなった。従って、チューブラー膜の合計の圧力損失、すなわち基本
部及び圧力抵抗調整部の合計の圧力損失は３３９ｍｍＡｑであった。このような４個の膜
モジュールについての結果を図１０に示すグラフ上にプロットして示す。
【００７０】
　［実施例４］
　基本部の内径を８ｍｍとし、オリフィスの内径を２ｍｍ（すなわち絞り比＝０．２５）
とした点以外、実施例２と同様の条件とした。このときの、摩擦による圧力損失（基本部
の圧力損失）は１０ｍｍＡｑとなり、オリフィスによる圧力損失は３２７ｍｍＡｑとなっ
た。従って、チューブラー膜の合計の圧力損失、すなわち基本部及び圧力抵抗調整部の合
計の圧力損失は３３７ｍｍＡｑであった。このような４個の膜モジュールについての結果
を図１０に示すグラフ上にプロットして示す。
【００７１】
　［実施例５］
　オリフィスの内径を２ｍｍ（すなわち絞り比＝０．５）とした点以外、実施例２と同様
の条件とした。このときの、摩擦による圧力損失（基本部の圧力損失）は２０ｍｍＡｑと
なり、オリフィスによる圧力損失は１５ｍｍＡｑとなった。従って、チューブラー膜の合
計の圧力損失、すなわち基本部及び圧力抵抗調整部の合計の圧力損失は３５ｍｍＡｑであ
った。このような４個の膜モジュールについての結果を図１０に示すグラフ上にプロット
して示す。
【００７２】
　［実施例６］
　基本部の長さを０．６ｍとし、オリフィスの内径を２ｍｍ（すなわち絞り比＝０．５）
とした点以外、実施例２と同様の条件とした。このときの、摩擦による圧力損失（基本部
の圧力損失）は１２ｍｍＡｑとなり、オリフィスによる圧力損失は１５ｍｍＡｑとなった
。従って、チューブラー膜の合計の圧力損失、すなわち基本部及び圧力抵抗調整部の合計
の圧力損失は２７ｍｍＡｑであった。このような４個の膜モジュールについての結果を図
１０に示すグラフ上にプロットして示す。
【００７３】
　［実施例７］
　基本部の内径を８ｍｍとし、オリフィスの内径を４ｍｍ（すなわち絞り比＝０．５）と
した点以外、実施例２と同様の条件とした。このときの、摩擦による圧力損失（延長部と
基本部の合計の圧力損失）は１０ｍｍＡｑとなり、オリフィスによる圧力損失は１５ｍｍ
Ａｑとなった。従って、チューブラー膜の合計の圧力損失、すなわち基本部及び圧力抵抗
調整部の合計の圧力損失は２５ｍｍＡｑであった。このような４個の膜モジュールについ
ての結果を図１０に示すグラフ上にプロットして示す。
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【００７４】
　［比較例］
　オリフィスの内径を４ｍｍ、すなわち絞り比＝１であり実質的に圧力抵抗の調整を行っ
ていない構成とした点以外、実施例２と同様の条件とした。このときの、摩擦による圧力
損失（基本部の圧力損失）は２０ｍｍＡｑとなり、オリフィスによる圧力損失は０ｍｍＡ
ｑとなった。従って、チューブラー膜の合計の圧力損失、すなわち基本部の圧力損失は２
０ｍｍＡｑであった。このような４個の膜モジュールについての結果を図１０に示すグラ
フ上にプロットして示す。
【００７５】
　（評価）
　図１０のグラフに示すように、比較例に比して、チューブラー膜において圧力抵抗調整
部で圧力損失を大きくした各実施例の方が、スラグ流分散率が高い。従って、実施例では
、比較例に比してスラグ流を各チューブラー膜に均一に流すことができる点が理解される
。また、実施例１～実施例４の結果より、チューブラー膜での圧力損失が１００ｍｍＡｑ
以上となるように圧力抵抗調整部を設定した場合、スラグ流分散率を９０％以上とするこ
とができ、スラグ流を各チューブラー膜に均一に流すことができる点が理解される。
【産業上の利用可能性】
【００７６】
　本発明は、複数の管状膜を有する膜モジュールを用いた水処理システムに利用可能であ
る。
【符号の説明】
【００７７】
　１，１００，２００，３００…水処理システム、２…膜モジュール、４…原水ポンプ（
原水供給部）、５…チューブラー膜（管状膜）、７…空気ブロワ（空気供給部）、８，９
…圧力計（圧力検出部）、１４，５０…圧力抵抗調整部、１６…制御部。
【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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